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保
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護

保
険
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方
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己
負
担
額
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計
し
て
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己
負
担
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額
を
超
え
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場
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た
だ
し
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位
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険
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護
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自
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合
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、

支
給
さ
れ
ま
せ
ん
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自
己
負
担
を
計
算
す
る
と
き

の
対
象
期
間
は
毎
年
８
月
１
日

か
ら
翌
年
７
月
31
日
ま
で
の
１

年
間
で
す
。

　
申
請
は
平
成
26
年
７
月
31
日

時
点
で
加
入
し
て
い
る
医
療
保

険
者
に
行
い
ま
す
。

　
対
象
期
間
中
に
後
期
高
齢
者

医
療
と
介
護
保
険
の
両
方
で
異

動
が
な
く
、支
給
の
対
象
と
な
る

方
に
は
、後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
か
ら
12
月
中
旬
に
申
請
案

内
を
送
り
ま
す
。国
民
健
康
保
険

と
介
護
保
険
の
両
方
で
異
動
が

な
く
、支
給
の
対
象
と
な
る
方
に

は
、保
険
介
護
課
か
ら
12
月
中
旬

に
申
請
案
内
を
送
り
ま
す
。

　
同
封
の
申
請
書
に
必
要
事
項

を
記
入
の
上
、保
険
介
護
課
ま
た

は
各
支
所
へ
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　
平
成
25
年
８
月
１
日
以
降
に

市
外
か
ら
転
入
し
た
方
、国
民
健

康
保
険
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療

に
移
行
し
た
方
な
ど
、平
成
26
年

７
月
31
日
時
点
で
加
入
し
て
い

た
保
険
者
以
外
の
医
療
保
険
お

よ
び
介
護
保
険
が
対
象
期
間
中

に
あ
る
場
合
、案
内
が
な
く
て
も

支
給
の
対
象
と
な
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。対
象
期
間
の
領
収
書
な

ど
で
、申
請
対
象
と
な
る
か
を
確

認
し
、保
険
介
護
課
、ま
た
は
平

成
26
年
７
月
31
日
時
点
の
医
療

保
険
者
に
問
い
合
わ
せ
て
く
だ

さ
い
。

　
同
一
世
帯
内
の
医
療
保
険
加

入
者
に
係
る
自
己
負
担
額
で
す
。

た
だ
し
、高
額
療
養
費
等
の
支
給

を
受
け
た
も
の
を
除
き
ま
す
。

自己負担
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手続き

高額医療・
高額介護合算
制度とは

医
療
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介
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保
険
の
負
担
額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き

高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
制
度

問
い
合
わ
せ
　
保
険
介
護
課 
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例）夫婦ともに７５歳で、自己負担
限度額区分が一般かつ、１年間で夫
が医療保険で２８万円、介護保険で
１７万円を支払い、妻が医療保険で
６万円、介護保険で１９万円支払っ
た場合。（合計金額は７０万円）

年間７０万円を支払った後にこの
制度に基づく支給の申請をすると、
基準額５６万円を超えた金額（１４
万円）をお返しすることにより、最
終的な年間の負担は５６万円に留
まります。

家の取り壊しや新築・増築後はご連絡を
　固定資産税や都市計画税は、１月１日に土地や家屋などを所有している方が市に納める税金です。12月31日までに、
家屋（住宅、事務所、倉庫など）を取り壊した場合、翌年度からは、家屋の固定資産税や都市計画税が課税されません。ま
た、家屋を新築・増築した場合は、新たに課税されます。取り壊しや新築・増築した方は、すぐにご連絡ください。
　
適正な課税のために、ご協力をお願いします
　市では新築・増築された家屋や取り壊された家屋の把握に努め、その都度調査していますが、新築・増築や取り壊し
の情報が得られず、課税漏れや滅失漏れとなっている場合があります。
　これらが確認されれば課税の更正を行うことになり、場合によっては年度を遡ることもあります。また、「住宅」の新
築・増築や取り壊しの把握に伴い、その土地の税額が変わる場合があります。適正かつ公平な課税を実現するために、
ご協力をお願いします。
　
長期優良住宅や一定基準の改修は固定資産税が減額されます
　これらの減税措置を受ける場合には、申告が必要です。概要は次の表のとおりです。

お知らせに関する固定資産税

さかのぼ

耐震改修工事を行った住宅

適用要件

【家屋の要件】
昭和５７年１月１日以前から所在する住宅。
※　併用住宅の場合は、居住部分の床面積が家屋床

面積の２分の１以上ある場合に限る。
【改修工事の要件】
耐震基準に適合するための改修工事。ただし、工事
費が５０万円を超える場合に限る。

減額期間 平成25年から平成27年までの改修⇒工事完了の翌
年度分のみ

減額の範囲 対象家屋の税額を２分の１減額（限度は１２０㎡相
当分の税額）

申告期限
など

【申告期限】…工事完了後３カ月以内
【提出書類】…住宅耐震改修に伴う固定資産税減額
申告書
※　耐震基準適合証明書（規定書式あり）、図面、施

工前後の写真、工事明細書、領収証などを添付し
てください。

バリアフリー改修工事を行った住宅

適用要件

【家屋の要件】…次のすべてに該当する住宅。
○平成１９年１月１日以前から所在する住宅（貸家は

除く）。
※　併用住宅の場合は、居住部分の床面積が家屋床

面積の２分の１以上ある場合に限る。
○①～③のいずれかの方が居住する住宅。
　①65歳以上の方　②介護保険の要介護認定また

は要支援認定を受けている方　③障害のある方
【改修工事の要件】…次のすべてに該当する工事。
○平成２８年３月３１日までに完了する改修工事。
○次の①～⑦のいずれかの改修工事。
　①廊下の拡幅　②屋内の階段のこう配緩和
　③浴室・トイレの改良　④屋内の手すりの取り付け
　⑤屋内の段差解消　⑥引き戸への取り替え
　⑦床の滑り止め化
ただし、工事費から公的な補助金などを除いた実質
の負担額が５０万円を超える場合に限る。

減額期間 工事完了の翌年度分のみ

減額の範囲 対象家屋の税額を３分の１減額（限度は１００㎡相
当分の税額）

申告期限
など

【申告期限】…工事完了後３カ月以内
【提出書類】…住宅のバリアフリー改修に伴う固定資
産税減額申告書
※　図面、施工前後の写真、工事明細書、領収証、介

護保険などの補助を受けたことが確認できる書類
などを添付してください。

認定長期優良住宅

適用要件

【家屋の要件】…次のすべてに該当する住宅。
○県知事より長期優良住宅の認定を受けている住

宅。
○平成２１年６月４日から平成２８年３月３１日まで

に新築した住宅。
○居住部分の床面積が50㎡以上（一戸建て以外の

賃貸住宅は40㎡以上）280㎡以下の住宅。
※　併用住宅の場合は、居住部分の床面積が家屋床

面積の２分の１以上ある場合に限る。

減額期間
一般住宅（下記以外の建物）…新築翌年度から５年
度分
３階建て以上の中高層耐火住宅など…新築翌年度
から７年度分

減額の範囲 対象家屋の税額を２分の１減額（限度は１２０㎡相
当分の税額）

申告期限
など

【申告期限】…新築した翌年の１月３１日
【提出書類】…認定長期優良住宅に対する固定資産
税減額申告書
※　認定通知書の写しを添付してください。

省エネ改修工事を行った住宅

適用要件

【家屋の要件】
○平成２０年１月１日以前から所在する住宅（貸家は

除く）。
※　併用住宅の場合は、居住部分の床面積が家屋床

面積の２分の１以上ある場合に限る。
【改修工事の要件】…次のすべてに該当する工事。
○平成２８年３月３１日までに完了する改修工事。
○省エネ基準に適合する次の①と②の改修工事。
　①窓の断熱改修工事（二重サッシ化など）
　②①と併せて行う、床、天井、壁の断熱改修工事
ただし、工事費が５０万円を超える場合に限る。

減額期間 工事完了の翌年度分のみ

減額の範囲 対象家屋の税額を３分の１減額（限度は１２０㎡相
当分の税額）

申告期限
など

【申告期限】…工事完了後３カ月以内
【提出書類】…住宅の省エネ改修に伴う固定資産税
減額申告書
※　熱損失防止改修工事証明書（規定書式あり）、図

面、施工前後の写真、工事明細書、領収証などを添
付してください。

※　これらの減税措置は重複して適用されません。ただし、バリアフリー
改修と省エネ改修を同じ年に行った場合には、合わせて３分の２の
減額を受けることができます。

27 OTAKE 2014（平成26）.12


